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本試算が算出する効果の概要
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マクロ効果

地域効果

フロー効果

ストック効果

GRP効果

地域⼈⼝効果

本試算では、⼭陰新幹線の整備が沿線地域及び我が国全体の経済・社会に与える影響を
把握するため、下記のとおり４つの効果を考慮して、GDP・GRP・⼈⼝の変化を試算す
る。

※なおこれらの試算は、報告者らの開発したモデルシステム「MasRAC」によって可能になる。
参考︓⽚岡将, 柳川篤志, 樋野誠⼀, ⽑利雄⼀, ⽥中皓介, 川端祐⼀郎 & 藤井聡. (2019). ⾼速道路の新規整備が国⺠経済と国⼟構造
にもたらす影響の計量分析. 交通⼯学論⽂集, 5(2), A_275-A_284.

建設投資が、公的資本形成として我が国全体の⽣産
＝所得（GDP）を増加させる効果及びその乗数効
果。
国全体の「アクセシビリティ」（移動の容易さ）を
改善することによる⻑期的なGDP増進効果。

他地域との「アクセシビリティ」が改善することに
よる、各地域の⽣産＝所得（GRP）の増進効果。

他地域との「アクセシビリティ」が改善することに
よる、各地域の⼈⼝の増加効果。



試算の流れ
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①前提条件の設定

②建設費の試算

③駅間時間の試算

④アクセシビリティの試算

⑤マクロ効果の試算

⑥地域効果の試算

駅の建設地、路線等の前提を検討。

①の前提に基づき、建設費を試算。

①の前提に基づき、開通時の各駅間の所要時間を計算。

③の結果を踏まえ、地域間のアクセシビリティを試算。

④の結果を踏まえ、国全体のマクロ経済への影響を試算。

④⑤の結果を踏まえ、各地域の⼈⼝・GRPの変化を試算。

以下の６ステップで試算を⾏う。



整備シナリオ

3

2031年 着⼯
2045年 建設完了
2046年 供⽤開始
2055年 供⽤10年⽬を迎える

整備
スケジュール

整備区間

以下の２つのケースを検討するが、いずれの場合も整備スケジュールは
同様とする。
① 新⼤阪-⿃取間で整備するケース
② 新⼤阪-⽶⼦間で整備するケース

本試算では、第⼀段階として、
2031年-2055年の経済効果等を
試算する。それ以降の効果につ
いては追加で検討を⾏う。

本試算における⼭陰新幹線の整備シナリオは以下のとおり。

単線／複線

単線ベース（⼀部複線）として整備した場合と、複線フル規格で整備し
た場合のそれぞれについて、建設費とその乗数効果の試算を⾏う。
ただし、アクセシビリティは駅間を最速便で移動した場合の所要時間を
⽤いて計算するため、単線／複線にかかわらず⼀定となる。
（複線化のメリットは、速達便をより柔軟かつ多頻度で運⾏できることである
が、本試算のモデル上は整備効果に影響を与えない。）



整備シナリオ（つづき）
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路線 区間 開通等
北海道新幹線 札幌まで 現在建設中 → 2031年開通
リニア中央新幹線 名古屋まで 現在建設中 → 2027年開通

⼤阪まで 着⼯時期未定 → 2037年開通
北陸新幹線 敦賀まで 現在建設中 → 2023年開通

⼤阪まで 2031年着⼯ → 2046年開通
九州新幹線 ⻑崎まで 現在建設中 → 2023年開通

⼭陰新幹線と並⾏して、下表のとおり、各地の新幹線路線が開通していることを前提と
する。

※ アクセシビリティを計算する際、これらの新幹線が上表の開通年以降に存在していることを前提
とする。ただしこれらの新幹線の建設費⽤は、GDP・GRP推移には含まない。
※ 本試算では、伯備新幹線の整備は前提としない。



路線の概略
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本試算では、下図に簡易的に⽰すとおりに駅・路線が整備されることを前提に、「新⼤
阪〜⿃取」間が開通した場合と、「新⼤阪〜⽶⼦」間が開通した場合の効果を試算す
る。

※ 他地域における新幹線の駅間距離が概ね20〜30kmであることを考慮して設定。
※ 単線ベース／複線フル規格の2通りの

©Google Maps
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試算に⽤いるモデルシステム（MasRAC）
本試算に⽤いるモデルシステム「MasRAC」は、交通インフラ整備による地域間の移動性改
善を「アクセシビリティ」指標として表現し、それがマクロ経済に与える効果と、地域の経
済⼒・⼈⼝に与える効果の双⽅を、あわせて推計するものである。

𝐴𝐶𝐶௜௞ ൌ෍
𝑃𝑂𝑃௝
𝑡௜௝௝

生活圏𝒊のアクセシビリティ𝑨𝑪𝑪𝒊𝒌

𝑃𝑂𝑃௝：生活圏𝑗の人口ሺ2010年国勢調査ሻ

𝑡௜௝：生活圏𝑖𝑗間の所要時間

※生活圏：国土交通省が定める207生活圏ゾーン

𝐴𝐶𝐶 ൌ
∑ 𝑃𝑂𝑃௜ ൈ 𝐴𝐶𝐶௜௜

∑ 𝑃𝑂𝑃௜௜

全国のアクセシビリティ𝑨𝑪𝑪



建設費の試算結果
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整備区間 全線フル
規格複線 単線ベース 単線化による

費⽤削減率
新⼤阪-⿃取間で整備 0.90兆円 0.69兆円 -23.4%

新⼤阪-⽶⼦間で整備 1.60兆円 1.18兆円 -26.3%

※ これらの建設費を、2031年-2045年の15年間で均等に使⽤した前提でフロー効果を算出する。
※ 詳細な内訳は末尾の参考資料を参照。

建設費

整備区間及び単線／複線別の、⼭陰新幹線の建設費の試算結果は以下のとおり。

この建設費は、公的資本形成として整備期間のGDP・GRPに寄与するとともに、
乗数効果を通じて複数年度にわたる経済効果を持つ。



所要時間の試算結果
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駅間所要時間（最速便、分単位）

※ 本試算では最速便の駅間所要時間を⽤いるため、単線／複線で値は共通。
※ ⾞両については秋⽥新幹線⽤E6系電⾞のデータを⽤い、⼭陰地⽅の地形特性を考慮して試算した。

⼭陰新幹線の各駅間所要時間の試算結果は以下のとおり。

この駅間所要時間を鉄道ネットワークデータに組み込み、207⽣活圏間のアクセ
シビリティを算出する。（アクセシビリティの値の報告は省略）
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単線ベースの場合の
マクロ・地域経済効果試算結果
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マクロ経済効果の試算結果（単線）
⼭陰新幹線を⿃取まで整備すると、供⽤10年⽬の時点で、単年度のGDPが0.11兆円向上し、
建設開始からの累計で1.43兆円のGDP拡⼤が⾒込まれる。

⽶⼦まで整備すると、供⽤10年⽬の時点で、単年度のGDPが0.17兆円向上し、建設開始か
らの累計で2.39兆円のGDP拡⼤が⾒込まれる。

シナリオ 総建設費⽤ 単年度のGDP増分
（供⽤10年⽬＝2055年）

GDP増分の累計
（2031-2055年）

⼭陰新幹線なし 0 0 0
⼭陰新幹線あり（⿃取まで） 0.69兆円 +0.11兆円/年 +1.43兆円
⼭陰新幹線あり（⽶⼦まで） 1.18兆円 +0.17兆円/年 +2.39兆円

単線ベースの場合

供⽤10年⽬までの累計で、投資額の2倍程度の累積GDP増加が⾒られる。
（つまり、投資額と同程度のストック効果を供⽤開始から10年で得られる。）
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マクロ経済効果の試算結果（単線）

「⼭陰新幹線なし」を基準にしたGDP増分の推移（単線の場合）

〈⽶⼦まで整備〉
単年 +0.17兆円
累計 +2.39兆円

〈⿃取まで整備〉
単年 +0.11兆円
累計 +1.43兆円

建設投資とその乗数分
（フロー効果）

アクセシビリティ向上分
（ストック効果）

2031年-2045年の建設期間において、建設費とその乗数効果がGDPを押し上げる（フロー効果）。
2046年の供⽤開始後は、アクセシビリティ向上によってGDPの成⻑が促される（ストック効果）。
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地域経済効果（GRP、地⽅別、単線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）における、全国各地⽅のGRP累積額は下表のと
おり。（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

地⽅ ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

北海道 -0.12兆円 -0.17兆円
東北 -0.19兆円 -0.26兆円
関東 -0.36兆円 -0.49兆円
北陸信越 +0.35兆円 +0.36兆円
東海 0.00兆円 0.02兆円
近畿 0.08兆円 0.20兆円
中国 +1.97兆円 +3.13兆円
四国 -0.07兆円 -0.08兆円
九州 -0.23兆円 -0.31兆円

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を単線で⽶⼦まで整備した場合、中国地⽅のGRPは3.13兆円程度増
加する。

【増減額】



13

地域経済効果（GRP、地⽅別、単線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）における、地⽅別のGRP累積額の⽐較。（⼭陰
新幹線なしの場合がゼロ）

-1.00兆円

-0.50兆円

0.00兆円

0.50兆円

1.00兆円

1.50兆円

2.00兆円

2.50兆円

3.00兆円

3.50兆円

北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州

「⼭陰新幹線なし」を基準とした2055年時点までの累積額（兆円）

（地⽅別、単線）

⼭陰新幹線（⿃取まで） ⼭陰新幹線（⽶⼦まで）
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地域経済効果（GRP、沿線府県別、単線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬（2055年）の時点における、沿線府県のGRP累積額は下表のとお
り。（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

府県 ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

福井 +0.20兆円 +0.22兆円
京都 +0.14兆円 +0.18兆円
兵庫 +0.10兆円 +0.13兆円
⿃取 +1.48兆円 +1.81兆円
島根 +0.57兆円 +1.39兆円
岡⼭ -0.03兆円 -0.02兆円

【増減額】

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を単線で⽶⼦まで整備した場合、⿃取県のGRPは累積1.81兆円、島
根県のGRPは1.39兆円程度増加する。
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地域経済効果（GRP、沿線府県別、単線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）における、沿線府県のGRP累積額の⽐較。（⼭
陰新幹線なしの場合がゼロ）

-0.50兆円

0.00兆円

0.50兆円

1.00兆円

1.50兆円

2.00兆円

福井 京都 兵庫 ⿃取 島根 岡⼭

「⼭陰新幹線なし」を基準とした2055年時点までの累積額（兆円）

（沿線府県別、単線）

⼭陰新幹線（⿃取まで） ⼭陰新幹線（⽶⼦まで）
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複線フル規格の場合の
マクロ・経済効果試算結果
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マクロ経済効果の試算結果（複線）
⼭陰新幹線を⽶⼦まで整備すると、供⽤10年⽬の時点で、単年度のGDPが0.11兆円向上し、
建設開始からの累計で1.72兆円のGDP拡⼤が⾒込まれる。

⼭陰新幹線を⽶⼦まで整備すると、供⽤10年⽬の時点で、単年度のGDPが0.18兆円向上し、
建設開始からの累計で2.96兆円のGDP拡⼤が⾒込まれる。

シナリオ 総建設費⽤ 単年度のGDP増分
（供⽤10年⽬＝2055年）

GDP増分の累計
（2031-2055年）

⼭陰新幹線なし 0 0 0
⼭陰新幹線あり（⿃取まで） 0.90兆円 +0.11兆円/年 +1.72兆円
⼭陰新幹線あり（⽶⼦まで） 1.60兆円 +0.18兆円/年 +2.96兆円

複線フル規格の場合

供⽤10年⽬までの累計で、投資額の2倍程度の累積GDP増加が⾒られる。
（つまり、投資額と同程度のストック効果を供⽤開始から10年で得られる。）
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マクロ経済効果の試算結果（複線）

「⼭陰新幹線なし」を基準にしたGDP増分の推移（複線の場合）

〈⽶⼦まで整備〉
単年 +0.18兆円
累計 +2.96兆円

〈⿃取まで整備〉
単年 +0.11兆円
累計 +1.72兆円

建設投資とその乗数分
（フロー効果）

アクセシビリティ向上分
（ストック効果）

2031年-2045年の建設期間において、建設費とその乗数効果がGDPを押し上げる（フロー効果）。
2046年の供⽤開始後は、アクセシビリティ向上によってGDPの成⻑が促される（ストック効果）。



19

地域経済効果（GRP、地⽅別、複線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）までの、全国各地⽅のGRP累積額は下表のとお
り。（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

地⽅ ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

北海道 -0.11兆円 -0.14兆円

東北 -0.16兆円 -0.21兆円

関東 -0.28兆円 -0.33兆円

北陸信越 +0.37兆円 +0.40兆円

東海 0.05兆円 0.10兆円

近畿 0.14兆円 0.31兆円

中国 +1.98兆円 +3.16兆円

四国 -0.06兆円 -0.07兆円

九州 -0.20兆円 -0.25兆円

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を複線で⽶⼦まで整備した場合、中国地⽅のGRPは3.16兆円増加す
る。

【増減額】
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地域経済効果（GRP、地⽅別、複線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）における、全国各地⽅のGRP累積額の⽐較。
（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

-1.00兆円

0.00兆円

1.00兆円

2.00兆円

3.00兆円

4.00兆円

北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州

「⼭陰新幹線なし」を基準とした2055年時点までのGRP累積額（兆

円）

（地⽅別、複線）

⼭陰新幹線（⿃取まで） ⼭陰新幹線（⽶⼦まで）
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地域経済効果（GRP、沿線府県別、複線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬（2055年）の時点における、沿線府県のGRP累積額は下表のとお
り。（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

府県 ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

福井 +0.20兆円 +0.23兆円

京都 +0.15兆円 +0.20兆円

兵庫 +0.11兆円 +0.15兆円

⿃取 +1.48兆円 +1.82兆円

島根 +0.57兆円 +1.40兆円

岡⼭ -0.02兆円 -0.08兆円

【増減額】

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を複線で⽶⼦まで整備した場合、⿃取県のGRPは1.82兆円、島根県
のGRPは1.40兆円程度増加する。
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地域経済効果（GRP、沿線府県別、複線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬の時点（2055年）における、沿線府県別のGRP累積額の⽐較。
（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

-0.50兆円

0.00兆円

0.50兆円

1.00兆円

1.50兆円

2.00兆円

福井 京都 兵庫 ⿃取 島根 岡⼭

「⼭陰新幹線なし」を基準とした2055年時点までの累積額（兆円）

（沿線府県別、複線）

⼭陰新幹線（⿃取まで） ⼭陰新幹線（⽶⼦まで）
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地域⼈⼝に与える効果の
試算結果（単線／複線の区別なし）
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地域経済効果（⼈⼝、地⽅別）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬（2055年）の時点における、全国各地⽅の⼈⼝増減は下表のとお
り。（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

地⽅ ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

北海道 -0.1% -0.2%
東北 -0.1% -0.2%
関東 -0.1% -0.1%
北陸信越 +0.1% +0.1%
東海 -0.0% -0.1%
近畿 -0.0% -0.1%
中国 +1.1% +1.8%
四国 -0.1% -0.2%
九州 -0.1% -0.2%

地⽅ ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

北海道 -0.3万⼈ -0.5万⼈
東北 -0.7万⼈ -1.1万⼈
関東 -2.6万⼈ -3.9万⼈
北陸信越 +0.6万⼈ +0.5万⼈
東海 -0.6万⼈ -0.9万⼈
近畿 -0.8万⼈ -1.1万⼈
中国 +5.7万⼈ +8.9万⼈
四国 -0.3万⼈ -0.4万⼈
九州 -1.0万⼈ -1.5万⼈

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を単線で⽶⼦まで整備した場合、中国地⽅の⼈⼝は8.9万⼈
（1.8%）程度増加する。

【増減率】 【増減⼈数】
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地域経済効果（GRP、沿線府県別、単線）
⼭陰新幹線の供⽤10年⽬（2055年）の時点における、沿線府県の⼈⼝増減は下表のとおり。
（⼭陰新幹線なしの場合がゼロ）

府県 ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

福井 +0.4% +0.4%
京都 +0.1% +0.0%
兵庫 +0.0% +0.0%
⿃取 +7.2% +8.6%
島根 +2.5% +6.1%
岡⼭ -0.1% -0.1%

府県 ⼭陰新幹線あり
（⿃取まで）

⼭陰新幹線あり
（⽶⼦まで）

福井 +0.5万⼈ +0.5万⼈
京都 +0.2万⼈ +0.2万⼈
兵庫 +0.1万⼈ +0.0万⼈
⿃取 +4.4万⼈ +5.3万⼈
島根 +1.7万⼈ +4.1万⼈
岡⼭ -0.1万⼈ -0.2万⼈

【増減率】 【増減額】

※ ⽐較対象は「⼭陰新幹線なし」ケース（整備新幹線とリニア中央新幹線は整備されている前提）

⼭陰新幹線を単線で⽶⼦まで整備した場合、⿃取県の⼈⼝は5.3万⼈
（8.6%）、島根県の⼈⼝は1.7万⼈（2.5%）程度増加する。
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効果試算のまとめ（単線）

「単線ベース」「⿃取まで」の整備の場合、供⽤10年⽬時点で以下のような効果が得
られる。
• 0.69兆円の建設投資で、1.43兆円分の累積GDP増加
• ⿃取県で+1.48兆円、島根県で+0.57兆円の累積GRP増加
• ⿃取県で+4.4万⼈（+7.2%）、島根県で+1.7万⼈（+2.5%）の⼈⼝増加

「単線ベース」「⽶⼦まで」の整備の場合、供⽤10年⽬時点で以下のような効果が得
られる。
• 1.18兆円の建設投資で、2.39兆円分の累積GDP増加
• ⿃取県で+1.81兆円、島根県で+1.39兆円の累積GRP増加
• ⿃取県で+5.3万⼈（+8.6%）、島根県で+4.1万⼈（+6.1%）の⼈⼝増加

単線ベースで整備した場合の効果は、次のようにまとめられる。
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効果試算のまとめ（複線）
全線フル規格複線で整備した場合の効果は、次のようにまとめられる。

「全線フル規格複線」「⿃取まで」の整備の場合、供⽤10年⽬時点で以下のような効
果が得られる。
• 0.90兆円の建設投資で、1.72兆円分の累積GDP増加
• ⿃取県で+1.48兆円、島根県で+0.57兆円の累積GRP増加
• ⿃取県で+4.4万⼈（+7.2%）、島根県で+1.7万⼈（+2.5%）の⼈⼝増加

「全線フル規格複線」「⽶⼦まで」の整備の場合、供⽤10年⽬時点で以下のような効
果が得られる。
• 1.60兆円の建設投資で、2.96兆円分の累積GDP増加
• ⿃取県で+1.82兆円、島根県で+1.40兆円の累積GRP増加
• ⿃取県で+5.3万⼈（+8.6%）、島根県で+4.1万⼈（+6.1%）の⼈⼝増加
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⻑期のマクロ効果について
今回は、供⽤開始から10年⽬までの経済効果の試算結果を報告した。
これは本モデルの性質上、供⽤10年⽬まででアクセシビリティ上昇の効果が収束し、GDP等
がほぼ⼀定の値を採るためであるが、さらなる分析として、総⼈⼝等の外⽣的な前提を追加
して供⽤40年⽬までの効果を試算することが考えられる。

なお、⻑期の⼈⼝推移*等に関し⼀定の仮定を置いて、供⽤40年⽬までの累積的なマクロ経
済効果を簡易的に求めた結果は以下の通りである。今後、この試算を精緻化する必要がある。

整備シナリオ 建設費
（①）

累積GDP増加
効果（②） ②÷① 税収増**

（③）
税収回収率
③÷①×100

単線ベース
新⼤阪-⿃取間 0.69兆円 +4.12兆円 5.98倍 0.44兆円 63.4%
新⼤阪-⽶⼦間 1.18兆円 +6.74兆円 5.70倍 0.71兆円 60.5%

全線フル
規格複線

新⼤阪-⿃取間 0.90兆円 +4.56兆円 5.06倍 0.48兆円 53.6%
新⼤阪-⽶⼦間 1.60兆円 +7.59兆円 4.76倍 0.81兆円 50.5%

* 国立社会保障・人口問題研究所による人口推移の「⻑期参考推計結果」等を使⽤
* 2015年の総税収対GDP比を使⽤（土木学会「『国難』をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書」と同様）

供⽤40年⽬までの累積マクロ経済効果
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⻑期のマクロ効果について（補⾜）
前ページに掲載した供⽤40年⽬までのマクロ経済効果は、下図のように、2055年（供⽤10
年⽬）にもたらされた効果がその後30年間持続するという想定で簡易的に計算してものであ
る（⼈⼝減少の効果は加味）。より詳細な分析は今後⾏うこととする。

2055年（供⽤10年⽬）時点の効果がその後30年
間繰り返されると考える。
ただし、⼈⼝減少率に合わせて減じていくと想定。



参考資料︓建設費⽤内訳
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参考資料︓MasRAC マクロモデル
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参考資料︓MasRAC マクロモデルと地域モデルの関係
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